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1. はじめに 

 

近年，地下空間の利用が注目されている．この理由と
しては，都市部の土地不足や，CO2削減など環境負荷の
低減が求められているためである．先進諸国が現在の
速度で発展を維持すれば，都市部の過密化が進行し，深
刻な問題となることは明らかである．地下空間の利用
によって，都市の規模を現在のままとし，かつ，都市機
能の向上を図ることが期待される．また，地下空間が有
する特性を活かすことで施設の建設や運用に要する環
境負荷を低減し，環境にも配慮することができる．既存
の地下空間を貴重な空間資源として捉え，種々の用途
への利用が求められている． 
栃木県宇都宮市大谷地区では，古くから建築資材と

して用いられてきた大谷石の採石が盛んに行われてき
た．しかしながら，大谷石採石後の採石跡地地下空間の
多くは放置され，荒廃している．再利用されているのは，
観光用に公開されているもの(大谷資料館)などのごく
一部であり，大谷地区には利用されていない地下空間
が多数存在している．これらの採石跡地地下空間は貴
重な空間資源であり，地下空間の特性をうまく利用す
ることで，地上空間よりも環境負荷の低減を図ること
が出来ると考えられる．そこで，本研究では，現時点で
の大谷採石地下空間への認識と環境評価を把握するた
めの AHP 法 1）とトラベルコスト法 2）による 2 つのアン
ケート調査を行った．1 つ目のアンケートは階層分析法
(AHP)を用いて，行政と市民の各主体者を対象として地
下空間に目的の異なる 3 種類の施設を建設した場合に
どのような条件を重視する傾向があるのかを把握する
調査を行った．2 つ目のアンケートでは大谷資料館で観
光客を対象に旅行費用(トラベルコスト)を回答しても
らい，その結果から大谷地域にどの程度の環境価値が
あるのかを把握する調査を行った．最終的にこれらの
アンケート調査を分析し，将来の大谷採石地下空間跡
地の有効利用法を検討する． 

 

2. AHP による地下空間の有効利用法アンケート 
 

2.1 概要 
 階層分析法(Analytic Hierarchy Process：AHP)は不確定
な状況や多様な評価基準における意思決定手法である．
AHP では各評価基準からみて代替案の重要度を評価し，
最終的にこれらの最終目標からみた代替案の評価に換
算する．この評価の過程で，経験や勘を生かして，これ
まではモデル化したり定量化したりすることが難しか
ったことも扱えるようにしているのが AHP の特徴であ
る． 

 

 

2.2 本研究における階層構造 
 AHP アンケートを実施するにあたっての本研究にお
ける階層構造を図-1に示す．Level1 は最終目標であり，
地下空間を有効利用する際の要因の評価となっている．
Level2 と Level3 は評価基準であり，それぞれ Level2 で
は主体者のレベル，Level3 は地下空間に建設する施設
に関するレベルである．最下層である Level4 は代替案
を示すレベルである．本研究では，既往の研究 3)におい
て地下空間の不動産価値に影響を及ぼすと考えられて
いる「アクセス性」「採算性」「安全性」「地下空間の
特性」の 4 つを抽出し有効利用する際に比較検討すべ
き要因とした． 

 

2.3 AHP アンケートの実施 

 本研究のアンケートではまず，宇都宮市役所産業政
策課の方々のご協力を得て，Level2 での主体者間の一
対比較を行うアンケートを実施した．このアンケート
では地下空間跡地の有効利用法を検討し将来的にまち
おこしにつなげていく上で「行政の意向」と「市民の意
向」のどちらを重視していくのかを実際の経験などか
ら回答してもらった．この際，まちおこしをする段階も
比較の上で重要になると考えられるため，「a.事業の構
想を練る段階」「b.事業の育成段階」「c.事業が軌道に
乗った段階」のそれぞれ 3 段階において比較をしても
らった．その上で，数回の予備アンケート調査の結果や
意見などをもとに本調査を採石地下空間の有効利用振
興に携わった経験がある宇都宮市役所の職員と岩盤工
学などに関心をもつ宇都宮大学の学生に対して，Level3

および Level4 での一対比較法による AHP アンケート
を実施した．調査概要を表‐1に示す．また，この調査
の際に事前に Level3 における 3 つの施設に関して表‐
2 のような補助説明をパワーポイントのスライドを用
いて行い，Level4 での個々の代替案に対しては特定の
事例での評価を防ぐため細かい設定に関する情報は敢
えて提供せずに回答してもらった． 

キーワード 地下空間，環境評価，有効利用，AHP，トラベルコスト 

連絡先 〒321-8585 栃木県宇都宮市陽東 7-1-2 宇都宮大学工学部建設学科 TEL.028-689-6218  E-mail: t112826@cc.utsunomiya-u.ac.jp 

図-1 AHPアンケートの階層構造 
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2.4 時系列別にみた主体者間での比較 
 

 まず，跡地地下空間を有効に利用してまちおこしを
していくうえでの Level2 での主体者どうしの比較を 3

段階での時系列ごとに比較した結果，以下の重みベク
トルが得られた．なお G，C はそれぞれ行政と市民を表
している． 

 

a. 事業の構想を練る段階 

𝑊1𝑎
𝑇 = (G，C)＝(0.250，0.750) 

b. 事業の育成段階 

𝑊1𝑏
𝑇 = (G，C)＝(0.200，0.800) 

c. 事業が軌道に乗った段階 

𝑊1𝑐
𝑇 = (G，C)＝(0.200，0.800) 

 

 このように，いずれの段階においてもまちおこしを
行っていく上で行政側の意向は構想を練る段階ではや
や高いものの市民側の意向を重視していることがわか
る．本調査では市民の意見の中に事業を実際に運営す
る事業者も含まれているためこのように市民の重みが
高くなっているが，実際には市民の意向のほとんどは
事業者の比重が多いことも調査後のヒアリングより明
らかになった． 

 本章では，この 3 つの段階のうち現時点での大谷地
域の状況に最も近い「a.事業の構想を練る段階」につい
ての分析を記述する． 

 

2.5 各主体者に対する施設の重要度の比較 
 それぞれの主体者に対して，Level3 にある 3 つの施
設に対しての一対比較を行いそれぞれの施設の重要度
を比較した．それぞれの重みベクトルは「文化生活施設」
「都市生活施設」「産業施設」の順である． 

 

2. 行政に対する比較 

𝑊2
𝑇＝(0.229，0.290，0.482) 

3. 市民に対する比較 

𝑊3
𝑇＝(0.259，0.367，0.374) 

 

このように，行政，市民ともに「産業施設」「都市生活
施設」「文化生活施設」の順番に地下空間の有効利用を
求めていることがわかる． 

 これらより主体者の重みも含めた Level3 の重みベク
トルを W とすると以下の結果となる． 

 

W＝[𝑊2
𝑇，𝑊3

𝑇]𝑊
1𝑏

𝑇
T＝(0.252，0.378，0.401) 

 

次に，Level4 の地下空間の不動産価値に影響を及ぼ
すとされる 4 つの要因を一対比較した結果から得られ
たそれぞれの重みを Level3 の施設ごとに示す(表－3)． 

このように，いずれの施設でも安全性を最も重視して
いることがわかる．文化施設では安全性が他よりも特
に重要視され，採算性よりも地下空間の特性を活かし
た施設が求められているのに対し，特定の人しか立ち
入ることのないとされる都市生活施設や産業施設は安
全性の次に採算性を重要視されるべきだと考えている． 

 

2.6 階層全体の重みづけ 

 最終目的に対するすべての階層を考慮した代替案ど
うしの重みづけ X は次のようになった．なお，重みベ
クトルの順番はそれぞれ「アクセス性」「採算性」「安
全性」「地下空間の特性」である． 

𝑋＝ [𝑊
Ⅰ
𝑇，𝑊

Ⅱ
𝑇，𝑊

Ⅲ
𝑇 ]𝑊＝(0.144，0.216，0.475，0.166) 

 

このように階層全体でみた場合では，大谷採石跡地地
下空間に施設を建設する場合に重要視されるべき優先
順序は，「安全性」「採算性」「地下空間の特性」「ア
クセス性」であるということがいえる．最終的なプライ
オリティは概ね想定どおりの結果となったといえる． 

 

 

 

3. トラベルコスト法による大谷地域の価値評価 
 

3.1 概要 
これまで宇都宮大学では，大谷採石地下空間跡の有

効利用法についての研究は様々な角度から分析・検討
してきたが，現段階において大谷地域に観光地として
の魅力がどの程度あるのか研究されたものは少ない．
本研究では，大谷地区の現段階における観光地として
の魅力がどの程度あるのかを把握するために，採石跡
地地下空間を利用した「大谷資料館」を訪れた観光客を
対象としたトラベルコスト法によるアンケート調査を
実施し，価値の評価を行った． 

 

3.2 トラベルコスト法 
 トラベルコスト法(TCM)とは，主にレクリエーション
の価値を旅行に要する費用を用いて評価する方法であ
る．この手法は旅行費用と訪問回数(または訪問率)から
レクリエーションの需要関数を推定し，これから消費
者余剰測度を用いて貨幣価値に換算する．トラベルコ
スト法はその調査方法によってゾーン・トラベルコス
ト法(ZTCM)と個人トラベルコスト法(ITCM)の 2種類に
分類される．ゾーン・トラベルコスト法は遠方からの訪
問客が多い観光地などに適しているとされている．一
方，個人トラベルコスト法は訪問者が何回も対象の環

調査時期 2014年11月

調査方法 事前説明を行った後に調査票を配布する集合調査法

対象者 宇都宮市役所の職員
宇都宮大学建設学科の学生

回収率 有効回答数88票
うち市役所：10票，学生：78票

表-1 AHP アンケートの実施内容 

表-2 Level3 事前説明での想定施設 

大谷採石跡地地下空間に
想定する施設

Level4での水準 重み

a.アクセス性 0.167

ｂ.採算性 0.137
ｃ.安全性 0.526
ｄ.地下空間の特性 0.170
C.I. 0.0179

a.アクセス性 0.107

ｂ.採算性 0.229
ｃ.安全性 0.506
ｄ.地下空間の特性 0.157
C.I. 0.0105

a.アクセス性 0.160

ｂ.採算性 0.254
ｃ.安全性 0.416
ｄ.地下空間の特性 0.170
C.I. 0.0014

Ⅰ.文化生活に関わる施設
を建設するとした場合

Ⅱ.都市生活に関わる施設
を建設するとした場合

3.産業に関わる施設を建
設するとした場合

表-3 AHPアンケートの調査内容 
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境を訪れることが前提となるため，主に都市公園など
に適しているとされている．トラベルコスト法の利点
としては旅行費用と訪問回数の情報だけで評価できる
点があり，観光客などに対するアンケート調査が比較
的しやすい。しかし，その一方で評価できるのはレクリ
エーションに関連するもののみに限られることや，複
数の目的地を有する「多目的旅行」の区別がアンケート
調査では困難であることに注意が必要とされる． 

 

3.3 大谷地域の価値評価に関するアンケートの内容 
 大谷資料館を訪れる観光客は，訪問が初めてで遠方
からの旅行客が多い．よって本研究では，ゾーン・トラ
ベルコスト法(ZTCM)を用いた．アンケートでは，「性
別」や「年齢」といった個人の属性のほかに，「住んで
いる地域」「大谷地域・大谷石・採石地下空間跡に対す
る認識」「大谷資料館を訪れた目的」「今回の旅行の総
費用」「大谷地域への訪問回数」「大谷資料館までの交
通手段（複数選択可）」「大谷資料館以外に行く予定」
をそれぞれ選択形式によって答えてもらった．特に，
「大谷資料館を訪れた目的」「大谷資料館以外に行く予
定」は事前の大谷資料館の鈴木館長とのヒアリング調
査より資料館を訪れる目的の中で，大谷地域の地下空
間に興味をもって来る方のほかにも，大谷資料館内で
撮影されたアーティストの PV などのロケ地めぐりを
目的に訪れる方が一定数いることや，宇都宮市という
地理的な特性上，県外から訪れる入場客の多くが日光・
鬼怒川や那須・塩原などといった栃木県内の他の観光
地にも訪れていることが多いと想定されたために，選
択肢に加えることにした． 
 

3.4 トラベルコスト法によるアンケートの実施 
 大谷資料館でのトラベルコスト法を用いたアンケー
ト調査の実施内容を表-4 に示す．大谷資料館では，土
日などの週末には数百人から数千人もの来客があり，
調査日は週末の 2014 年 12 月 27 日（土）の午前 10 時
から午後 4 時までの間に行った．調査では，まず観光客
の入館と同時にアンケート用紙を配布し，資料館の出
口付近にアンケートを記入するためのブースを設けて
記入していただき，帰る際に調査票を回収した．アンケ
ートを実際に行った際の所感として，ほとんどの観光
客の方が好意的にアンケートに回答していただいたの
で，回答拒否バイアスの影響は回避されたと考えられ
る． 
 

3.5 単純集計による観光動向 
 まず，大谷資料館を訪れた観光客の単純集計の結

果をそれぞれ性別，年齢別に図-2，3 に示す．ここで，
男性のほうが女性よりも 10％も割合が高いのは，アン
ケートの回答時に家族やカップルで旅行している場合
に女性よりも男性が代表者として回答するケースが比
較的多かったためと考えられる．また，年齢別では 20

代と 30 代が他の層よりも高い傾向があり，わが国の人
口バランスとの比率を鑑みても若い世代に特に人気が
高いことが考えられる．次に，大谷資料館を訪れた目的
別の集計結果を図-4 に示す．地下空間に興味をもって
訪れた観光客は 55％にも上ることが分かった．知って
いる著名人などのロケ地めぐりを目的に来場した人は
比較的少ないといえるが，アーティストのミュージッ
クビデオなどを通して初めて大谷の地下空間の存在を
知るきっかけになっていることがあり，無視できない
大谷観光のアピールポイントといえる．ほかにも旅行

のつきそいや目的もなく訪れる来場者も多数存在する
ことが分かり，地下空間を体験した後に魅力を感じて
もらえるような工夫が必要と言える．最後に，「宇都宮
市大谷地域」「大谷石」「大谷採石跡地地下空間」のそ
れぞれに対する認識について集計した結果を図-5 示す．
建築材料などに用いられ全国的に有名な大谷石は約 6

割の人が認識しているが，大谷地域や採石跡地地下空
間に対する認識度は 4 割強とやや低くなっている．ア
ンケート調査から観光雑誌などで初めて大谷の地下空
間の存在を知る方や，友人との旅行の付き添いで来館
した方も多いことが分かり，大谷に対する認識が必ず
しも高いわけではないことが考えられる．そのため，大
谷を観光資源として生かすためには初めて訪れる人や
関心がそれほど高くない観光客に対してもその魅力が
伝わるように工夫する必要があるといる． 

 

調査時期 2014年12月

場所 大谷資料館

調査方法 入館時に調査用紙を配布し，帰る際に記入してもらい回収する

対象者 大谷資料館を訪れた観光客

回収率 配布枚数200枚　　　有効回答数163票
回収率：　81.5％

表‐4トラベルコスト法によるアンケート実施内容 

図-2大谷資料館を訪れた観光客の性別割合 

図-3 大谷資料館を訪れた観光客の年齢別割合 

図-4 大谷資料館を訪れた目的別の割合 
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3.6 トラベルコスト法による大谷地域の価値評価 

今回のアンケート調査によって大谷資料館に訪れる観
光客の出身地の内訳を知ることができた．図-6 にそれ
ぞれの出身地を大まかなゾーンに分けて割合で表した
ものを示す．1/4 が栃木県内からの来訪者であるが，地
理的に近い東北・北海道や，人口が多い首都圏からの来
客で半分以上を占めている．また，それ以外の比較的遠
い地域からも足を運んでいる人が少なからず存在する
ことも分かった．本研究では，栃木県外からの来訪者
118 票に対して栗山 2）の手法に倣って，大谷地域のレク
リエーション価値の推定を行った．具体的には，アンケ
ートにより判明した出身地と大谷資料館までの交通手
段の情報をもとに各出身都道府県の県庁所在地からか
かる往復旅行費を計算した．自家用車で訪れる場合に
は，ETC 割引を適用した，県庁所在地の市役所の最寄
IC から宇都宮 IC までの高速料金，自動車の燃費を
19km/ℓ，ガソリン価格を 145 円/ℓとして算出した．また
レンタカーは標準的な 9000 円程度のプランを選択した
と仮定し，宇都宮駅から大谷までの燃料代を加算して
計算した． 

 推定に当たっては，(1)式を用いて行う． 

 

ln (
Vj

𝑁j⁄ ) = 𝑎 + 𝑏𝐶𝑗          (1) 
 

ここに，Vjは地域 j からの訪問者数，Njは地域 j の人口
数，Cjは地域 j からの往復旅行費の平均値，a および b

はパラメータである．また ri=Vi/Ni で地域 j からの訪問
率 rj を表している．訪問率が 0 から 1 まで変化した場
合の消費者余剰を計算したレクリエーション価値 MS

は式(2)のように表される．この計算において，九州・沖
縄地方からの観光客が 5 人と高額な旅費の割に多く来
訪しており、今回の計算では外れ値と判断し，計算に含
めなかった． 

𝑀𝑆 = −1
𝑏⁄                 （2） 

 

求められた訪問率と往復旅行費の関係を片対数グラフ
に表すと図-7 のようになる．この結果から，具体的な
一人あたりの大谷地域へのレクリエーション価値を推
計したものは，1 万 1989 円と評価された．この結果の
決定係数は 0.9713 と極めて良い近似となった． 

 

 

 

 
4 まとめ 
 

AHP アンケートでは大谷の地下空間を有効利用する
際の重視するべき項目とその度合いについて数値化で
きた．「安全性」は絶対条件として，多くの回答者が
「採算性」を重視していることから，施設を建設する
際には十分なコスト意識が求められるといえる．トラ
ベルコスト法のアンケートでは多くの来場者のご協力
を得て大谷地域に対する交通費のみでの一人あたりの
レクリエーション価値を求められた．今回の数値が大
谷の環境に対する一つの価値の指標といえる． 

 

5 今後の課題 
 

AHP アンケートでは事業を実際に行う事業者と市民
との区別を明確に分けて行政と市民に事業者を加えた
3 者による主体者比較を行い，現状にあった把握が必
要である．トラベルコスト法のアンケートでは，観光
客のうち大多数が日光や那須など近隣の観光地も訪れ
ている現状があり，この価値がすべて大谷地域のもの
であるとはいいがたいため，複合的な評価をすべきで
ある．さらに今回のような交通費のみでの評価の他に
機会費用などを含めた，現状に合った環境評価を行う
必要がある． 
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図-5各項目に対する認識度（単位：％） 

図-6 観光客の出身別の割合 

図-7 訪問率と往復旅行費の関係のグラフ 
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